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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　転がり軸受の保持器の応力解析方法であって、
　軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要素法により得ら
れる保持器の動的な弾性変形モードと固有変形モードをモード合成法に基づき導入する工
程と、
　前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度と
を同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出する工程と、
　前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換し、該変換された保持器応力を出力す
る工程と、
　を有し、保持器の各柱に超要素法の自由度を設定することを特徴とする保持器の応力解
析方法。
【請求項２】
　転がり軸受の保持器の応力解析方法であって、
　軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要素法により得ら
れる保持器の動的な弾性変形モードと固有変形モードをモード合成法に基づき導入する工
程と、
　前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度と
を同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出する工程と、
　前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換し、該変換された保持器応力を出力す
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る工程と、
　を有し、
　予備調査として、前記保持器の応力集中部となる所定部につき、前記動力学解析モデル
に用いられる有限要素長と、この有限要素長よりも短い有限要素長とをそれぞれ用いて有
限要素法によって同一荷重条件下の応力を求め、両応力の比を求めておき、この比を補正
係数として、前記動力学解析による保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力を、
前記補正係数の乗算により補正することを特徴とする保持器の応力解析方法。
【請求項３】
　転がり軸受の保持器の応力解析方法であって、
　軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要素法により得ら
れる保持器の動的な弾性変形モードと固有変形モードをモード合成法に基づき導入する工
程と、
　前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度と
を同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出する工程と、
　前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換し、該変換された保持器応力を出力す
る工程と、
　を有し、
　予備調査として、前記弾性変形特性の導入の工程、前記変形履歴の算出の工程、および
前記保持器応力の出力の工程を用いた動力学計算により保持器応力を求めると共に、有限
要素法により前記保持器の応力を求め、この有限要素法により求められた応力と、前記動
力学計算により求められた応力の比を求めておき、この比を補正係数として、解析対象の
保持器の応力解析過程における、前記保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力を
、前記補正係数の乗算により補正することを特徴とする保持器の応力解析方法。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれか１項において、解析対象を３次元としたことを特徴
とする保持器の応力解析方法。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項３のいずれか１項において、保持器の弾性変形ならびに転動体、
軌道輪ならびに保持器の剛体モードの運動の自由度を２次元上に限定することを特徴とす
る保持器の応力解析方法。
【請求項６】
　入力手段と演算手段と出力手段とを含む、保持器の応力解析システムであって、
　前記演算手段は、軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルが定め
られ、この動力学解析モデルに、超要素法により得られる保持器の動的な弾性変形のモー
ドと固有変形モードをモード合成法に基づき入力可能な解析モデル設定部と、
　前記解析モデル設定部で入力される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運
動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出
し、該算出される変形履歴を応力分布に変換する応力演算部と、
　前記応力演算部で変換された保持器応力を前記出力手段へ出力する出力処理部と、
を有し、予備調査として、前記保持器の応力集中部となる所定部につき、前記動力学解析
モデルに用いられる有限要素長と、この有限要素長よりも短い有限要素長とをそれぞれ用
いて有限要素法によって同一荷重条件下の応力を求め、両応力の比を求めておき、この比
を補正係数として、前記出力処理部により出力された保持器応力を、前記補正係数の乗算
により補正することを特徴とする保持器の応力解析システム。
【請求項７】
　入力手段と演算手段と出力手段とを含む、保持器の応力解析システムであって、
　前記演算手段は、軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルが定め
られ、この動力学解析モデルに、超要素法により得られる保持器の動的な弾性変形のモー
ドと固有変形モードをモード合成法に基づき入力可能な解析モデル設定部と、
　前記解析モデル設定部で入力される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運
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動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出
し、該算出される変形履歴を応力分布に変換する応力演算部と、
　前記応力演算部で変換された保持器応力を前記出力手段へ出力する出力処理部と、
を有し、予備調査として、前記弾性変形特性の導入、前記変形履歴の算出、および前記保
持器応力の出力を用いた動力学計算により保持器応力を求めると共に、有限要素法により
前記保持器の応力を求め、この有限要素法により求められた応力と、前記動力学計算によ
り求められた応力の比を求めておき、この比を補正係数として、前記出力処理部により出
力された保持器応力を、前記補正係数の乗算により補正することを特徴とする保持器の応
力解析システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、保持器の応力解析方法および応力解析システムに関し、運転中の転がり軸
受の保持器に生じる応力を、動力学解析により数値計算する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　転がり軸受の保持器の設計には、保持器の動的な挙動や応力履歴の把握が重要であり、
その解明には動力学解析が有効である。従来、保持器が剛体のままでの動力学解析が存在
し、保持器に作用する力を数値計算で求める技術が実用に供されている（たとえば非特許
文献１参照）。前記数値計算で求めた保持器への干渉力をＦＥＭ解析に導入し、保持器に
かかる応力を計算することが考えられる。軸受全部品をＦＥＭソフト上に導入し，その中
で動力学計算をすることも考えられる（たとえば非特許文献２参照）。
【０００３】
【非特許文献１】（社）日本トライボロジー学会トライボロジー会議予稿集，2004-11，
円すいころ軸受 保持器の3次元動力学解析 第２報 計算結果）
【非特許文献２】（社）日本トライボロジー学会トライボロジー会議予稿集，2001-11，F
EMによる玉軸受の動解析 保持器の応力解析（第１報）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前記従来技術では、次のような問題がある。
（１）非特許文献１に係る技術では、保持器の応力を計算することができない。
（２）前記数値計算で求めた保持器への干渉力に基づいて、保持器にかかる応力を計算す
る技術では、静的な場合は境界条件の設定が難しく、動的な場合は導入した干渉力自体に
動的な変形の影響が含まれていないので、変形剛性の低い保持器では接触した瞬間の値か
らが大きくなり、これによる応力計算値も過大となる。よって、解析精度の良い計算は難
しい。
（３）非特許文献２に係る技術では、計算の自由度は要素数に比例して増加するため、計
算時間を短縮するための軸受解析仮定の簡易化が求められ、結果として高精度な保持器応
力計算は難しい。
【０００５】
　本発明の目的は、運転中の保持器応力を高精度にかつ効率的に計算することが可能とな
る保持器の応力解析方法および応力解析システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明における第１の発明の保持器の応力解析方法は、転がり軸受の保持器の応力解
析方法であって、軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要
素法により得られる保持器の動的な弾性変形モード（拘束変形モード）と固有変形モード
をモード合成法に基づき導入する工程と、前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予
め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含
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む保持器の変形履歴を算出する工程と、前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換
し、該変換された保持器応力を出力する工程と、を有し、保持器の各柱に超要素法の自由
度を設定することを特徴とする。
【０００７】
　この構成によると、動力学解析モデルに、保持器の動的な弾性変形の特性（超要素法に
より求めた固有変形モードとその周波数ならびに拘束変形モードとその周波数）をモード
合成法に基づき導入し、弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度と
を同時に数値積分する。これによって、変形の動特性を含む保持器の変形履歴が得られる
。演算手段はこの変形履歴を応力分布に変換することで、保持器応力を得る。また、上記
動力学解析モデルにおいて、保持器の他の構成部品は、剛体とみなす。したがって、前記
従来技術と比べて、運転中の保持器応力を高精度にかつ効率的に計算することが可能とな
る。
【０００８】
　保持器の各柱に超要素法の自由度を設定する。固有変形モードの導入において、保持器
の柱の変形を再現することが重要であるが、この考慮には非常に高次までの固有変形モー
ドを導入する必要があり、動力学解析の数値積分が長時間化する。この構成によると、保
持器の各柱に超要素法の自由度を設定することで、柱の変形モードが必ず拘束変形モード
に出力されるようになり、かつそれ以外の固有変形モードの残留モード数を減少させるこ
とで、効率的かつ妥当な保持器応力値を得ることができる。換言すれば、前述の非常に高
次までの固有変形モードを導入する手法に比べて、動力学解析に要する時間短縮を図るこ
とができる。あるいは確実に柱の変形モード導入することで解の精度が高い水準で維持で
きる。この発明において、解析対象を３次元とすることが好ましい。この構成によると、
解析対象を２次元とする場合に比べて、転動体や保持器の軸方向の変位や傾きを考慮でき
るため、そのような挙動が想定される運転時の保持器応力を高精度に計算することが可能
となる。例えば、転動体と保持器との軸方向の接触による応力を考慮することができる。
【０００９】
　この発明において、保持器の弾性変形ならびに転動体、軌道輪ならびに保持器の剛体モ
ードの運動の自由度を２次元上に限定してもよい。この構成によると、動力学解析モデル
に保持器の動的な弾性変形の特性をモード合成法に基づき導入し、弾性変形の自由度と、
軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器
の変形履歴を得ることができる。該変形履歴に基づいて保持器応力を得ることができる。
特に、保持器の弾性変形ならびに転動体、軌道輪ならびに保持器の剛体モードの運動の自
由度を２次元上に限定する構成により、３次元解析で行った場合よりも短時間で保持器応
力の計算結果を得ることが可能となる。
【００１０】
　この発明における第２の発明の保持器の応力解析方法は、転がり軸受の保持器の応力解
析方法であって、軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要
素法により得られる保持器の動的な弾性変形モード（拘束変形モード）と固有変形モード
をモード合成法に基づき導入する工程と、前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予
め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含
む保持器の変形履歴を算出する工程と、前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換
し、該変換された保持器応力を出力する工程と、を有し、予備調査として、前記保持器の
応力集中部となる所定部につき、前記動力学解析モデルに用いられる有限要素長と、この
有限要素長よりも短い有限要素長とをそれぞれ用いて有限要素法によって同一荷重条件下
の応力を求め、両応力の比を求めておき、この比を補正係数として、前記動力学解析によ
る保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力を、前記補正係数の乗算により補正す
ることを特徴とする。
【００１１】
　この場合、動力学解析に用いた前記所定部の有限要素長に対して、その長さを必要十分
な長さまで短くした場合の前記所定部の応力を求める。この求めた応力と、前記動力学解
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析に用いた有限要素長における応力との比を、補正係数として得ることで、応力推定精度
を向上させる。このように、予備調査として一旦、補正係数を得た後は、前記所定部の有
限要素長を都度短くすることなく、保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力に単
に補正係数を乗算するだけで、応力推定精度を向上させることができる。これにより、演
算手段の処理負荷の軽減を図ることができるうえ、保持器寿命をより正確にかつ簡単に求
めることが可能となる。
【００１２】
　この発明における第３の発明の保持器の応力解析方法は、転がり軸受の保持器の応力解
析方法であって、軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルに、超要
素法により得られる保持器の動的な弾性変形モード（拘束変形モード）と固有変形モード
をモード合成法に基づき導入する工程と、前記工程で導入される弾性変形の自由度と、予
め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含
む保持器の変形履歴を算出する工程と、前記工程で算出される変形履歴を応力分布に変換
し、該変換された保持器応力を出力する工程と、を有し、予備調査として、前記弾性変形
特性の導入の工程、前記変形履歴の算出の工程、および前記保持器応力の出力の工程を用
いた動力学計算により保持器応力を求めると共に、有限要素法により前記保持器の応力を
求め、この有限要素法により求められた応力と、前記動力学計算により求められた応力の
比を求めておき、この比を補正係数として、解析対象の保持器の応力解析過程における、
前記保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力を、前記補正係数の乗算により補正
することを特徴とする。
【００１３】
　上記動力学計算上では、モード合成法により保持器変形を再現しているが、その応力値
は、有限要素法による解析つまりＦＥＭ解析と比較すると小さくなることが、計算を実施
していくことで判明した。理想的には、超要素法での固有変形モードの残留モード数の増
加や拘束変形モードの自由度の数を増加させて、目的とする位置の応力値がＦＥＭ解析と
モード合成法とで同等にするべきであるが、保持器の形状が変化すると超要素法の最適な
解析条件が変化するため、都度検討する必要がある。それ故、有限要素法により求められ
た応力と、動力学計算により求められた問題となる部位の応力の比を、補正係数として得
ることで、応力推定精度を向上させる。このように、予備調査として一旦、補正係数を得
た後は、モード合成法による応力値に、前記補正係数を乗算するだけで、応力推定精度を
向上させることができる。これにより、演算手段の処理負荷の軽減を図ることができるう
え、保持器寿命をより正確にかつ簡単に求めることが可能となる。
【００１４】
　この発明における第１の発明の保持器の応力解析システムは、入力手段と演算手段と出
力手段とを含む、保持器の応力解析システムであって、前記演算手段は、軸受構成部品を
剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルが定められ、この動力学解析モデルに、超
要素法により得られる保持器の動的な弾性変形のモード（拘束変形モード）と固有変形モ
ードをモード合成法に基づき入力可能な解析モデル設定部と、前記解析モデル設定部で入
力される弾性変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積
分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出し、該算出される変形履歴を
応力分布に変換する応力演算部と、前記応力演算部で変換された保持器応力を前記出力手
段へ出力する出力処理部と、を有し、予備調査として、前記保持器の応力集中部となる所
定部につき、前記動力学解析モデルに用いられる有限要素長と、この有限要素長よりも短
い有限要素長とをそれぞれ用いて有限要素法によって同一荷重条件下の応力を求め、両応
力の比を求めておき、この比を補正係数として、前記出力処理部により出力された保持器
応力を、前記補正係数の乗算により補正することを特徴とする。
　この発明における第２の発明の保持器の応力解析システムは、入力手段と演算手段と出
力手段とを含む、保持器の応力解析システムであって、前記演算手段は、軸受構成部品を
剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルが定められ、この動力学解析モデルに、超
要素法により得られる保持器の動的な弾性変形のモードと固有変形モードをモード合成法
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に基づき入力可能な解析モデル設定部と、前記解析モデル設定部で入力される弾性変形の
自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形
の動特性を含む保持器の変形履歴を算出し、該算出される変形履歴を応力分布に変換する
応力演算部と、前記応力演算部で変換された保持器応力を前記出力手段へ出力する出力処
理部と、を有し、予備調査として、前記弾性変形特性の導入、前記変形履歴の算出、およ
び前記保持器応力の出力を用いた動力学計算により保持器応力を求めると共に、有限要素
法により前記保持器の応力を求め、この有限要素法により求められた応力と、前記動力学
計算により求められた応力の比を求めておき、この比を補正係数として、前記出力処理部
により出力された保持器応力を、前記補正係数の乗算により補正することを特徴とする。
【００１５】
　この構成によると、解析モデル設定部によって、前記の動力学解析モデルに保持器の動
的な弾性変形の特性がモード合成法に基づき入力される。応力演算部は、入力される弾性
変形の自由度と、予め定める軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで
、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出する。さらに応力演算部は、該算出される
変形履歴を応力分布に変換する。出力処理部は、変換された保持器応力を出力手段へ出力
する。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明の保持器の応力解析方法では、動力学解析モデルに保持器の動的な弾性変形の
特性をモード合成法に基づき導入し、弾性変形の自由度と、軸受構成部品の運動の自由度
とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を得ることができ
る。前記保持器の動的な弾性変形の特性を導入するとき、保持器の各柱に超要素法の自由
度を設定する。該変形履歴に基づいて保持器応力を得ることができる。また、上記動力学
解析モデルにおいて、保持器の他の構成部品は、剛体とみなす。
 
【００１７】
　したがって、前記従来技術と比べて、運転中の保持器応力を高精度にかつ効率的に計算
することが可能となる。それ故、たとえば保持器の柱の断面積を小さくしたり柱中心のピ
ッチ円径を変更することで軸受サイズを大きくすることなく転動体の数を増加させ、負荷
容量を増大させるような設計変更を、高精度にかつ効率的に計算することができる。これ
により、たとえば高負荷時の接触面圧を低減させ、過酷な潤滑条件下や異物混入潤滑条件
下での寿命向上を図るとともに高剛性化も同時に実現し得るような軸受の保持器を、短時
間で求めることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、図面を参照しながら本発明を実施するための形態を、複数の形態について説明す
る。以下の説明においては、各形態で先行する形態で説明している事項に対応している部
分には同一の参照符を付し、重複する説明を略する場合がある。構成の一部のみを説明し
ている場合、構成の他の部分は、先行して説明している形態と同様とする。実施の各形態
で具体的に説明している部分の組合せばかりではなく、特に組合せに支障が生じなければ
、実施の形態同士を部分的に組合せることも可能である。
【００１９】
　本発明の第１の実施形態に係る応力解析システムは、たとえば、円すいころ軸受の保持
器に適用される。ただし円すいころ軸受用の保持器だけに必ずしも限定されるものではな
く、種々の転がり軸受の保持器の応力解析に適用される。以下の説明は、３次元での円す
いころ軸受の動力学解析における保持器の応力解析方法についての説明をも含む。
【００２０】
　転がり軸受の動力学解析モデルについて説明する。図１は、転がり軸受の動力学解析モ
デルおよび座標系を表す図である。座標系は、互いに直交する三軸方向の矢符ｘ，ｙ，ｚ
で表記する。ｘおよびｙ方向は、それぞれラジアル方向を表し、ｚ方向は、アキシアル方
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ｍｍ×φ１６０ｍｍ×４０ｍｍであり、ころ本数が１４、保持器は転動体案内形式、保持
器の板厚(B1,B2)が異なる（Ｂ１＝３．５ｍｍ,Ｂ２＝５．０ｍｍ）二種類の軸受について
検討した。潤滑剤はグリースを適用した。内輪の回転速度は１０００ｒｐｍであり、内外
輪間の軸方向変位は固定とし、１０００Ｎのラジアル荷重が作用した場合で、代表温度は
６０℃に設定した。ただし、これらの条件に必ずしも限定されるものではない。
【００２１】
　３次元動力学解析の仮定条件を以下の通り規定した。前提として、保持器を除く軸受構
成部品を剛体とみなす。
（i）ころおよび保持器に６自由度を与える。
（ii）外輪は空間に固定する。
（iii）内輪には、一定の軸方向変位と一定速度の自転角変位とを強制的に与え、ラジア
ル方向の２並進変位の自由度を与える（自由度は２）。
（iv）遠心力等の見かけの力を全て含む。
（v）水平軸回りの軸受姿勢とし、重力を考慮する。
（vi）ころ転動面の干渉力分布は、スライス法で評価する。
【００２２】
　（vii）流体潤滑下のトラクション係数μｈｄは、村木らの簡易理論式｛村木　正芳，
木村　好次；潤滑油のトラクション特性に関する研究（第２報），潤滑，２８，１０（１
９８３）７５３－７６０｝で与えるが、等温条件とする。
（viii）境界潤滑下の摩擦係数μｂｄは、Kragelskiiのモデル｛Kragelskii,I,V.,;Frict
ion and Wear,Butterworths,London(1965)178-184｝を修正した式（１）で与える。
（ix）ころと軌道面間の接線力は、潤滑領域の変化を考慮し、式（２）で与える。また弾
性流体潤滑（略称ＥＨＬ）状態下では転がり粘性抵抗｛R.S.Zhou,M.R.Hoeprich;Trans.AS
ME,J.Trb,113,7(1991)590.｝を考慮する。
【００２３】
　（x）ころ大端面と内輪大つば面との干渉力は、最大近接点に全て作用するものと仮定
する。接線力係数は式（２）で与えられる。
（xi）ころと保持器間の接線力係数は、境界潤滑下のみを仮定する。
（xii）ころ端面に対する小つば面とポケット面の接触は、最大めり込み点に全ての接触
力と接線力が作用する。　
【数１】

ここで、「ｓ」は、すべり率である。
【００２４】
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【数２】

ここで、「μｒ」は、接線力係数であり、「Λ」は、油膜パラメータである。
【００２５】
　図２は、本発明の実施形態に係る応力解析方法を段階的に表すフローチャートである。
本処理開始後、ステップｓ１に移行し、実際の保持器を模擬した有限要素モデルを作成し
、ＦＥＭ解析を実行するためのソフトウェア（たとえばI-DEASやNastran等）を用いて後
述する超要素法による解析を実行することで、保持器の動特性情報を得る。この動特性情
報の結果を、複数のモードシェイプを重ね合わせ妥当な弾性変形を作るいわゆるモード合
成法に基づき、前述の動力学解析モデルに導入する。
【００２６】
　次にステップｓ２に移行し、軸受構成部品の運動の自由度と、ステップｓ１で導入され
る保持器の弾性変形の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器
の変形履歴を算出する。このステップｓ２では、予め組み込まれる、保持器と、軸受構成
部品である「ころ」との干渉力の計算ルーチンに基づいて該干渉力を計算する。ここでは
、導入された保持器ポケット面の節点（有限要素の頂点）が、ころとの幾何学的な干渉が
生じた場合に干渉力を作用させるようにした。
【００２７】
　具体的には、ポケット面上の節点位置ところのとある基準点ならびにその傾きを示すオ
イラー角を慣性座標系で取得し、該節点をころに固定した座標系へ変換後に、ころの輪郭
情報から該節点ところとの干渉量を求めた。干渉が生じている場合には、接触力ならびに
本干渉点でのすべり速度から摩擦力を求め、それらの合力を干渉力として取り扱えばよい
。本手法では、保持器の挙動や弾性変形が全て考慮された状態でのころとの干渉力を計算
することが可能になる。以上の数値計算において、運動方程式の数値積分時の時々刻々の
履歴を記録することで、保持器の挙動や各変形モードの変形履歴が得られる。その後ステ
ップｓ３に移行し、算出された変形履歴を、ひずみおよび応力分布に変換し、出力する。
その後本処理を終了する。
【００２８】
　図３は、本発明の実施形態に係る応力解析システムの電気的構成を表すブロック図であ
る。応力解析システム１は、主に、入力手段２と、演算手段３と、出力手段４とを有する
。入力手段２は、たとえばキーボードやポインティングデバイスなどによって実現される
。演算手段３は、解析モデル設定部３ａと、応力演算部３ｂと、出力処理部３ｃとからな
る。解析モデル設定部３ａは、前述の動力学解析モデルを設定し、この動力学解析モデル
に、保持器の動的な弾性変形の特性（固有変形モードおよびその周波数）を、モード合成
法に基づき入力可能としたものである。
【００２９】
　応力演算部３ｂは、解析モデル設定部３ａで入力される弾性変形の自由度と、予め定め
る軸受構成部品（ころ）の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を
含む保持器の変形履歴を算出する変形履歴算出部３ｂａと、該算出される変形履歴を応力
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ｂｂで変換した応力分布を出力手段４へ出力する。演算手段３は、たとえば、中央演算処
理装置５（略称CPU:CentralProcessing Unit）、リードオンリーメモリ６（略称ROM: Rea
d Only Memory）、およびランダムアクセスメモリ７（略称RAM: Random Access Memory）
を含むマイクロコンピュータと、バス８と、入出力インターフェース９と、出力手段４を
駆動するための駆動回路１０とを有する。
【００３０】
　入出力インターフェース９には、バス８を介してCPU５，ROM６，RAM７がそれぞれ電気
的に接続されている。入出力インターフェース９に、入力手段２が電気的に接続されるう
え、駆動回路１０を介して出力手段４が電気的に接続されている。出力手段４は、たとえ
ば表示出力可能なディスプレイやプリンタなどによって実現される。たとえばROM６に、
前述の変形の動特性を含む保持器の変形履歴を算出し、該算出される変形履歴を応力分布
に変換するためのプログラムが格納される。RAM７には、入力値、算出される値などが一
時的に記憶される。CPU５を制御主体として、演算が実行される。
【００３１】
　図４は、円すいころ軸受の保持器の各柱に自由度を設定する一例を表す斜視図である。
保持器１１は、円周方向一定間隔おきに複数の柱１１ａを備え、隣接する柱１１ａ間に転
動体としてのころが配設される。各柱１１ａは、配設されるべきころの軸線方向に略平行
に延在する直方体形状に形成される。本実施形態において、この保持器１１の各柱１１ａ
の長手方向中間付近部に超要素法の自由度（略称DOF:Degree Of Freedom，ここでは3並進
とする）を設定する。柱の１次の変形のみで、実際上の柱の変形が再現できる場合は、長
手方向中間付近部の内径側または外径側の１点にのみ自由度ＤＯＦを設定することが、計
算効率の点から望ましい。また柱の長手方向軸周りのねじれ変形も考慮したい場合では、
柱の長手方向中間付近部の内径側と外径側の２点に自由度ＤＯＦを設定することが望まし
い。ただし設定し得る自由度ＤＯＦは、各柱１１ａの長手方向中間付近部に限定されるも
のではない。たとえば各柱１１ａの長手方向一端部側および長手方向他端部側の少なくと
もいずれか一方に、自由度ＤＯＦを設定することも可能である。
【００３２】
　ここで前記超要素法（スーパーエレメント法ともいう）について説明する。この方法は
、有限要素法（ＦＥＭ）による特性行列の定式化からグヤンの静縮小を行って解析する方
法である。ある部分構造の質量行列を［Ｍ］，剛性行列を［Ｋ］とし、超要素法の縮小過
程で消去される自由度を添字ａ，残される自由度を添字ｂで表す。自由度ａには外力が作
用しないとすれば、不減衰振動の運動方程式は、周波数領域で次のようになる。前記の超
要素法の自由度ＤＯＦとは、自由度｛ｘｂ｝である。
【００３３】
【数３】

【００３４】
　式（３）において、｛ｘ｝は変位振幅ベクトル，｛fb｝は外力ベクトルを表す。式（３
）において慣性項を省略し、上半分の関係式から消去される自由度の変位｛ｘa｝を残さ
れる自由度の変位｛ｘb｝で式（４）のように表す。
【００３５】
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【００３６】
　式（４）の関係を用いて元の質量行列と剛性行列とを｛ｘb｝の自由度に等しい行列に
縮小する。縮小後の質量行列は式（５）のように表される。
【００３７】

【数５】

【００３８】
　剛性行列は式（６）のように表される。
【００３９】
【数６】

 
【００４０】
　これら式（５）、式（６）の行列の表現される分系モデルを超要素とよぶ。超要素によ
る分系の特性行列を構造物の結合状態のように重ね合わせ、全系の縮小された運動方程式
を作成して解く。
【００４１】
　ところで、変形モードの導入において、保持器の柱の変形を再現することが重要である
が、この考慮には非常に高次までの固有変形モードを導入する必要があり、動力学解析の
数値積分が長時間化していた。本実施形態において、保持器の各柱に、前述の超要素法の
自由度を設定することで、柱の変形モードが必ず動特性に含まれるようになり、かつそれ
以外の固有変形モードの残留モード数を減少させることで、最終的に効率的かつ妥当な保
持器応力値を得ることができる。保持器の各柱に超要素法の自由度を設定する場合、高次
の固有変形モードを導入する手法に比べて、動力学解析に要する時間短縮を図ることがで
きる。
　本発明で記しているモード合成法とは、具体的には、超要素法による拘束変形モードと
固有値解析による固有変形モードとの線形和により、保持器の弾性変形を模擬することを
意味する。動力学解析への導入には、以下に示すモード変形を考慮したラグランジェの運
動方程式を利用することで実現している。
【００４２】
　次に、軸受構成部品の運動の自由度と、保持器の動的な弾性変形の自由度とを同時に数
値積分する態様を、運動方程式に基づいて説明する。以下のラグランジェの運動方程式で
、一般化座標やラグランジアンＬに弾性変形の自由度も導入され解かれる。
【００４３】
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【数７】

【００４４】
【数８】

【００４５】
【数９】

　ここでｘ、ｙ、ｚは並進変位、ψ、θ、φは角変位、ｑiは、各変形モードのモーダル
座標である。
　以下、ラグランジアンＬの定義について説明する。
　Ｌ＝Ｔ－Ｖ
　ここでＴは運動エネルギである。弾性体の運動エネルギは微小要素ｄＶの運動エネルギ
の積分により次式のように表される。
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【数１０】

ここで、式（１０）のｖは速度、ρは密度、ｍｐは有限要素の微小要素ノードｐの質量、
ｖｐはノードｐの速度、ＧωＢ

ｐはその角速度、Ｉｐはその慣性モーメントのテンソルで
ある。速度ｖｐの算出は下式に基づく。

【数１１】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
ここで、ＧＡＢは物体に固定した座標系から、慣性座標系への変換行列である。ｓｐはノ
ードｐの弾性変形が無い場合の位置ベクトルで、ｕｐはその弾性変形ベクトルである。
　変換行列の変化量については、下式の変換が可能である。

【数１２】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ここで、記号の上に付くチルダ（～）はスキュー演算子であり、行列の積で外積演算を表
すことができる。
　また、一般化座標上の角変位の時間微分を慣性座標系に変換すれば角速度がえられるた
め、
【数１３】

の関係も成立する。ここで、Ｂは慣性から物体の基準点への座標変換行列である。
　よって、速度は下式となる。
【数１４】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【００４７】
　式（１０）に対して、ｖやωを置き換えて簡単化すると、一般化質量行列と一般化座標
上では、下式が導かれる。
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【数１５】

【００４８】
上式の質量行列は、その内容を明確化すると、式（１２）のように区分けされる。下付き
添字のｔ、ｒおよびｍはそれぞれ、並進、回転およびモードの変位を表す。

【数１６】

【００４９】
　式（１２）の９つのＭ行列は下式で表現される。

【数１７】

【００５０】
【数１８】

【００５１】

【数１９】

【００５２】
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【数２０】

【００５３】
【数２１】

【００５４】
【数２２】

【００５５】
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【数２３】

　
　 
　 
　 
　
【００５６】
　Ｖはポテェンシャルエネルギであり、次式のように表される。
【００５７】
【数２４】

【００５８】
　式（２０）での剛性行列Ｋは，式（２１）となる。
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【数２５】

【００５９】
　ここで、Ｋｍｍは、モード座標系での一般化剛性行列で、物体のモード行列をΦ、剛性
行列をＫとすると、

となる。
【００６０】
 Ｖｇは重力による位置エネルギである。

【数２６】

　ここで、ｇは重力加速度ベクトルである。ラグランジェの運動方程式に入る一般化され
た重力による力は下式となる。
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【数２７】

　
【００６１】
　Ｆは散逸エネルギであり、レイリーの散逸関数より次式のように表される。ここで、Ｄ
はモーダル減衰行列である。
【００６２】
【数２８】

【００６３】
　上記の式をラグランジェの運動方程式に導入すると、最終的に、弾性変形部の一般化座
標系における運動方程式は次式となる。
【００６４】

【数２９】

【００６５】
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【数３０】

【００６６】
　図５は、運転中の軸受の保持器への干渉力、および保持器応力の計算結果例を表す図で
ある。本図において、保持器のカラーコンタはMises応力であり、内輪、外輪、およびこ
ろは非表示状態である。図５に示すように、保持器の柱から半径方向外方側でかつ略接線
方向に向けて、ころからの干渉力ベクトル１２が作用している。本実施形態に係る応力解
析においては、水平軸回りに配設される当該保持器の頂上付近部の複数の柱に、この頂上
付近部以外の周方向他部に存する柱よりも、大きい干渉力が作用していることが明らかに
なっている。しかも前記頂上付近部の複数の柱には、半径方向外方側でかつ前記略接線方
向とは異なる方向に向けて、ころからの干渉力ベクトル１２が作用していることが明らか
になっている。保持器の上半部では、該保持器の内周に沿って応力が付与され、内周から
柱、および外周にわたって応力が付与されている。
【００６７】
　以上説明した保持器の応力解析方法および応力解析システムによれば、軸受構成部品を
剛体とみなした転がり軸受の３次元の動力学解析モデルに、保持器の動的な弾性変形の特
性（固有変形モードおよびその周波数）をモード合成法に基づき導入し、弾性変形の自由
度と、軸受構成部品であるころの運動の自由度とを同時に数値積分する。これによって、
変形の動特性を含む保持器の変形履歴が得られる。このような変形履歴に基づいて保持器
応力を得ることができる。また、上記動力学解析モデルにおいて、保持器の他の構成部品
は、剛体とみなす。
【００６８】
　したがって、前記従来技術と比べて、運転中の保持器応力を高精度にかつ効率的に計算
することが可能となる。それ故、たとえば保持器の柱の断面積を小さくしたり柱中心のピ
ッチ円径を変更することで軸受サイズを大きくすることなく転動体の数を増加させ、負荷
容量を増大させるような設計変更を、高精度にかつ効率的に計算することができる。これ
により、たとえば高負荷時の接触面圧を低減させ、過酷な潤滑条件下や異物混入潤滑条件
下での寿命向上を図るとともに高剛性化も同時に実現し得るような転がり軸受の保持器を
、短時間で求めることが可能となる。それ故、軸受製作のコストを低減することが可能と
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なる。本応力解析方法および応力解析システムによって、実験代替技術を確立することが
可能となる。
【００６９】
　また、保持器１１の各柱１１ａに、超要素法の自由度を設定するので、柱１１ａの変形
モードが必ず動特性に含まれるようになり、かつそれ以外の固有変形モードの残留モード
数を減少させることで、効率的かつ妥当な保持器応力値を得ることができる。換言すれば
、従来の非常に高次までの変形モードを導入する手法に比べて、動力学解析に要する時間
短縮を図ることができる。
【００７０】
　次に、運転中の転がり軸受の保持器に生じる応力を、計算時間が短くて済む２次元の動
力学解析により数値計算する保持器の応力解析システムについて説明する。本実施形態に
係る保持器の応力解析システムは、たとえばニードル軸受や円筒ころ軸受の保持器に適用
される。ただしニードル軸受や円筒ころ軸受用の保持器だけに必ずしも限定されるもので
はなく、種々の転がり軸受の保持器の応力解析に適用される。以下の説明は、２次元での
ニードル軸受や円筒ころ軸受の動力学解析における保持器の応力解析方法についての説明
をも含む。
【００７１】
　前述の３次元での転がり軸受の保持器応力の動力学解析システムは、各種転がり軸受に
適用可能である。しかしながら、３次元での動力学解析では、各部品の６自由度ならびに
保持器の３次元的な弾性変形の自由度の全てを同時に数値積分するため、計算コストは高
い。ところで、ニードル軸受や円筒ころ軸受などでは、ラジアル平面上の物体の挙動のみ
を取り扱いたい場合がある。この場合に上記の３次元全ての自由度を考慮する動力学解析
では効率的でない。また、剛体部品の運動の自由度の拘束は容易にできるが、弾性体とし
て取り扱う保持器の軸方向変位、ならびに自転を除く２軸周りの角変位を拘束するのは難
しい。
【００７２】
　そこで、本発明の第２の実施形態に係る転がり軸受の保持器応力の動力学解析システム
では、保持器の弾性変形の自由度を２次元上に限定し、かつ転動体や軌道輪の運動の自由
度も２次元上に限定することで、数値積分の必要処理量が減少する。これにより、転がり
軸受の保持器応力を、３次元解析で行った場合よりも短時間で計算を完了させることがで
きる。すなわち、本発明の保持器の応力解析システムは、入力手段２と演算手段３と出力
手段４とを含む、保持器の応力解析システムであって（図３参照）、前記演算手段３は、
軸受構成部品を剛体とみなした転がり軸受の動力学解析モデルが定められ、この動力学解
析モデルに、保持器の動的な弾性変形の特性をモード合成法に基づき入力可能な解析モデ
ル設定部３ａと、前記解析モデル設定部３ａで入力される弾性変形の自由度と、予め定め
る軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持
器の変形履歴を算出し、該算出される変形履歴を応力分布に変換する応力演算部３ｂと、
前記応力演算部３ｂで変換された保持器応力を前記出力手段４へ出力する出力処理部３ｃ
と、を有し、保持器の弾性変形ならびに転動体、軌道輪ならびに保持器の剛体モードの運
動の自由度を２次元上に限定する構成となっている。
【００７３】
　この構成によると、動力学解析モデルに保持器の動的な弾性変形の特性をモード合成法
に基づき導入し、弾性変形の自由度と、軸受構成部品の運動の自由度とを同時に数値積分
することで、変形の動特性を含む保持器の変形履歴を得ることができる。該変形履歴に基
づいて保持器応力を得ることができる。特に、保持器の弾性変形ならびに転動体、軌道輪
ならびに保持器の剛体モードの運動の自由度を２次元上に限定する構成により、３次元解
析で行った場合よりも短時間で保持器応力の計算結果を得ることが可能となる。
【００７４】
　図７に示すように、動力学解析モデルに導入する保持器１１Ａの動的な弾性変形の特性
（固有変形モードとその周波数）を計算する時点で、当該保持器１１Ａを、その各柱１１
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ｂの長手方向中間付近（いわゆる保持器中心）でラジアル方向つまりｙｚ平面に沿って切
断し、該切断した一方のみを解析対象とする。図７、８に示すように、ここで互いに直交
するｘ，ｙ，ｚ方向の座標系のうち、ｘ方向は、転がり軸受を基準とするアキシアル方向
を表し、ｙおよびｚ方向は、それぞれラジアル方向を表す。前記ラジアル平面とは、ｙｚ
平面と同義である。
【００７５】
　一方の保持器１１Ａの切断面ｓｍに、２次元拘束（ラジアル方向の２並進とこれに垂直
な軸周りの自転の自由度）を与え、超要素法による解析を実行することで、保持器１１Ａ
の動特性情報を得る。この動特性情報の結果を、モード合成法に基づき動力学解析モデル
に導入する。次に、軸受構成部品の運動の自由度と、保持器１１Ａの弾性変形の自由度と
を同時に数値積分することで、変形の動特性を含む保持器１１Ａの変形履歴を算出する。
【００７６】
　動力学解析上では、ころ、内輪、外輪の各部品も、上記保持器１１Ａと同様にラジアル
平面に沿って切断し、該切断した一方のみを解析対象とする。そしてこれらの部品ならび
に超要素法で解析した保持器に対してそれぞれの断面上の１代表点に２次元自由度に限定
する拘束条件を動力学解析上で与える。超要素法上ですでに切断面は２次元拘束されてお
り、各柱１１ｂの切断面ｓｍは、全てこの切断平面上に拘束されることになり、かつ動力
学解析上でも、本断面上の任意の１点に２次元拘束を与えれば、この保持器の剛体的な運
動の自由度はラジアル平面上の３自由度のみに限定することができる。また、前述の第１
の実施形態と同様に、保持器１１Ａの各柱１１ｂの長手方向中間付近部の少なくとも１点
に、２並進自由度を与えれば、保持器１１Ａの各柱１１ｂの変形モードが必ず出力され、
通常の固有モードの残留数を少なくしても、各柱の変形が動力学解析でうまく再現され、
かつ数値積分の計算時間も３次元解析で行った場合より短縮できる。したがって保持器設
計に要する時間短縮を図ることができ、工数低減を図ることが可能となる。
【００７７】
　本実施形態に係る動力学解析では、保持器１１Ａを各柱１１ｂの長手方向中間付近でｙ
ｚ平面に沿って切断した一方のみを解析対象としている。このため、保持器の質量が実際
の保持器質量の半分になることから、ころ、内輪、外輪の各部品も、上記保持器と同様に
ラジアル平面に沿って切断し、各部品の質量も実際の部品質量の半分としている。したが
って、軸受に作用する荷重やモーメントも、実際に作用する荷重やモーメントの半分とす
る。
【００７８】
　特にニードル軸受では、保持器は軌道輪で案内される形式が多く、保持器と軌道輪間の
干渉力も評価する必要がある。ニードル軸受において、その保持器が軌道輪で案内される
形式のとき、干渉力を本来あるべき干渉力の半分を動力学解析で導入すればよい。こうす
ることで、運動方程式上では、質量、接触ばね（２物体の干渉量に対する干渉力の大きさ
の比）および力の成分が、全て本来の半分となり、得られる挙動や弾性変形量は極力正し
い値となる。
【００７９】
　図９は、第２の実施形態に係り、運転中の軸受の保持器への干渉力、および保持器応力
の計算結果例を表す図である。この第２の実施形態では、遊星歯車機構による遊星運動下
の転がり軸受の保持器応力を計算した一例を表している。遊星歯車機構は、外歯太陽歯車
および内歯歯車に複数（例えば３～５個）の遊星歯車が噛み合い、各遊星歯車を、キャリ
アと一体の軸の外周に転がり軸受を介して回転自在に支持したものである。
【００８０】
　前記転がり軸受は、軸の外径面および遊星歯車の内径面が、各転動体の転接する軌道面
となる。この転がり軸受は、円周方向の複数箇所にポケット１３が形成された保持器１４
を備え、各ポケット１３内に転動体１５を保持する。転動体１５は、針状ころ等のころか
らなる。遊星歯車機構の各構成部品の自由度につき、ラジアル面内の自由度のみを対象と
してモデルを用いる。また、このモデルにおいて、転がり軸受に作用する遊星歯車機構に
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特有の荷重は、以下の仮定で表現されるものとする。
【００８１】
　・動力学解析対象部品の慣性力ならびに遠心力を考慮する。
　・転動体、保持器、軸、および遊星歯車の互いの接触力および接線力を考慮する。
　・キャリアおよび遊星歯車の自転角速度は、一定または、既知の関数等による既知条件
として与える。よって、遊星歯車の公転角速度は動力学解析の自由度とする。
　・外歯太陽歯車、内歯歯車、およびキャリアの中心位置は固定とし、互いに一致する。
　・遊星歯車と外歯太陽歯車および内歯歯車との歯面接触部のかみ合い隙間は、遊星歯車
を支持する転がり軸受のラジアル内部隙間よりも大きいため、このラジアル内部隙間分の
遊星歯車の２並進の自由度を与える。
　・内歯歯車および外歯太陽歯車から遊星歯車への干渉力は、遊星歯車の公転方向の並進
力と自転モーメントに帰着できる。さらに、定常運転状態下では、この並進力は伝達トル
クで決定される。
【００８２】
　本図において、保持器のカラーコンタは最大主応力であり、半径方向外方から内方に向
けて、外輪からころ１５への干渉力ベクトル１６が作用し、半径方向内方から外方に向け
て、内輪からころ１５への干渉力ベクトル１７が作用している。上記は遊星運動用である
が、２次元運動仮定で解析したい全ての転がり軸受に適用できる。運転条件としては，遊
星運動以外にもクランク運動するコンロッド部や自動車の手動変速機に多用されるアイド
ラ用の軸受などにも適用できる。
【００８３】
　以上説明した第２の実施形態に係る保持器の動力学解析システムおよび動力学解析方法
によれば、ころ、内輪、外輪の各部品ならびに超要素法で解析した保持器に対してそれぞ
れの断面上の１代表点に２次元自由度に限定する拘束条件を動力学解析上で与える。保持
器の各柱の長手方向中間付近部の少なくとも１点に、２並進自由度を与えれば、保持器の
各柱の変形モードが必ず出力され、通常の固有モードの残留数を少なくしても、各柱の変
形が動力学解析でうまく再現され、かつ数値積分の計算時間も３次元解析で行った場合よ
り短縮できる。したがって保持器設計に要する時間短縮を図ることができ、工数低減を図
ることが可能となる。特に、ニードル軸受や円筒ころ軸受などでラジアル平面上の物体の
挙動のみを取り扱いたい場合に、３次元全ての自由度を不所望に考慮する必要がなくなる
。超要素法上で当該保持器のラジアル平面（切断面）は２次元拘束されており、各柱の切
断面は、全てこの切断平面上に拘束される。保持器を、その各柱の長手方向中間付近でラ
ジアル平面に沿って切断し、該切断した一方のみを解析対象とするだけで、２次元拘束を
簡単に実現できる。
【００８４】
　次に、上記各実施形態において、保持器応力の計算精度を向上させる方法（１）、（２
）について説明する。
（１）有限要素長による応力補正について
　図１０は、保持器のポケット隅部の有限要素長とその応力との関係を表す図である。同
図は、動力学解析に用いた所定部としてのポケット隅部の有限要素長、例えば０．７ｍｍ
に対して、その長さを必要十分に短くした場合、例えば０．３５ｍｍ以下にした場合のポ
ケット隅部の応力を、有限要素法上で計算したものである。
　すなわち、予備調査として、応力集中部となるポケット隅部につき、動力学解析モデル
に用いられる有限要素長（図１０の丸点線参照）と、この有限要素長よりも短い有限要素
長（同図、矢符参照）とをそれぞれ用いて有限要素法によって応力を求める。
【００８５】
　これら両応力の比を求めておく。本実施形態では、動力学解析に用いた有限要素長、例
えば０．７ｍｍのポケット隅部の応力は６×１０－３ＫＰａであり、この有限要素長を必
要十分に短くした場合、例えば０．０７ｍｍのポケット隅部の応力は１×１０－２ＫＰａ
である。この１×１０－２ＫＰａを６×１０－３ＫＰａで除した両応力の比は「１．６６
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」となる。この比を補正係数αとして、保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力
を、前記補正係数αの乗算により補正する。前記補正係数αは、図３に示す演算手段３に
おけるＲＡＭ７等に書換え可能に記憶され、演算に供される。この保持器応力を補正する
演算主体はＣＰＵ５である。なお、補正係数αは、「１．６６」に限定されるものではな
い。
【００８６】
　このように、予備調査として一旦、前記補正係数αを得た後は、前記ポケット隅部の有
限要素長を都度短くすることなく、保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力に単
に補正係数αを乗算するだけで、応力推定精度を向上させることができる。これにより、
演算手段３の処理負荷の軽減を図ることができるうえ、保持器寿命をより正確にかつ簡単
に求めることが可能となる。本例では、応力集中部として、ポケット隅部の例を説明した
が、応力集中部はポケット隅部だけに限定されるものではない。例えば、柱の中央部に応
力が集中しやすい形状がある場合（図１３）には、その部分の応力に対する有限要素長の
影響を上記のごとく解析すればよい。図１３において、丸点線で囲まれた箇所Ｈｃが、柱
の中央部での応力発生箇所である。
【００８７】
（２）モード合成法による応力補正について
　図１１は、有限要素解析により求めた保持器応力と、モード合成法による動力学解析に
より求めた保持器応力との関係を表す図である。動力学解析上では、上記動力学解析モデ
ルに、保持器の動的な弾性変形の特性をモード合成法に基づき導入して、保持器変形を再
現している。このモード合成法による動力学解析におけるポケット隅部の応力値は、有限
要素法による解析つまりＦＥＭ解析と比較すると小さくなることが、計算を実施していく
ことで判明した。理想的には、超要素法での固有変形モードの残留モード数の増加や拘束
変形モードの自由度の数を増加させて、目的とする位置の応力値がＦＥＭ解析とモード合
成法とで同等にするべきであるが、保持器の形状が変化すると超要素法の最適な解析条件
が変化するため、都度検討する必要がある。それ故、有限要素法により求められたポケッ
ト隅部などの問題となる部位の応力と、動力学計算により求められた同部の応力の比を、
補正係数βとして得ることで、応力推定精度を向上させる。
【００８８】
　本実施形態では、保持器の板厚が主に異なる二種類の軸受Ｂ１，Ｂ２にて検討した。図
１１において、前記軸受Ｂ１の応力計算結果は一点鎖線で表記され、前記軸受Ｂ２の応力
計算結果は長点線で表記される。動力学計算による応力値に対して、ＦＥＭ解析による応
力値は、軸受Ｂ１で１．６倍、軸受Ｂ２で１．２倍となった。すなわち、予備調査として
、軸受Ｂ１における補正係数β「１．６」、軸受Ｂ２における補正係数β「１．２」を得
ることができる。この補正係数βは、図３に示す演算手段３におけるＲＡＭ７等に書換え
可能に記憶され、演算に供される。この保持器応力を補正する演算主体はＣＰＵ５である
。なお、補正係数βは、「１．６」、「１．２」に限定されるものではない。
【００８９】
　したがって、予備調査として一旦、補正係数βを得た後は、モード合成法による応力値
に、前記補正係数βを乗算するだけで、応力推定精度を向上させることができる。これに
より、演算手段３の処理負荷の軽減を図ることができるうえ、保持器寿命をより正確にか
つ簡単に求めることが可能となる。
　なお、保持器応力の出力の工程で出力された保持器応力を、前記補正係数αおよび補正
係数βの乗算により補正することが、応力推定精度をより向上させる点で好ましい。この
場合、保持器寿命をさらに正確に求めることが可能となる。
【００９０】
　次に、実際の補正による計算例と保持器寿命試験との比較例を以下に示す。保持器寿命
試験では、運転中の一対の軸受にラジアル方向振動を強制的に与えて、保持器破損時間を
測定した。前記保持器破損時間は、保持器寿命と同義である。試験対象の円すいころ軸受
は、主要寸法（内径×外径×幅）がたとえばφ７５ｍｍ×φ１６０ｍｍ×４０ｍｍであり
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、ころ本数が１４、保持器の板厚(B1,B2)が異なる（Ｂ１＝３．５ｍｍ,Ｂ２＝５．０ｍｍ
）二種類の軸受について実施した。軸受アキシアル隙間は０．２ｍｍであり、潤滑剤はグ
リースを適用した。内輪の回転速度は１０００ｒｐｍであり、周波数１００Ｈｚ、１９６
ｍ／ｓ２の加振を与えた。軸受１個あたり１０００Ｎのラジアル荷重を水平方向に負荷し
た。
【００９１】
　図１２は、保持器寿命の測定値と、補正係数を見込んだ保持器の最大Mises応力の計算
値との関係を表す図である。これら二種類の軸受Ｂ１，Ｂ２では、二種類の補正係数αお
よび補正係数βを共に乗算した最大Mises応力の計算値が表されている。保持器が破損し
た軸受の保持器応力ＳＢ１は、点線で示す材料疲労限界ＦＬを超えている。逆に言えば、
保持器が破損していない軸受の保持器応力ＳＢ２は、材料疲労限界ＦＬを超えていない。
したがって本実施形態に係る保持器の応力解析の妥当性を、この保持器寿命試験によって
確認できる。保持器破損は、ポケットの小径側の隅を起点に生じているが、応力解析でも
同様の位置で高応力が発生している。高応力は、ころが保持器を上方へ加速させる場合に
生じている。
　本実施形態では、保持器応力に補正係数αおよびβを乗算して補正したため、保持器応
力が材料疲労限界ＦＬを超えるか超えないかの判定を、より正確に行うことができる。本
結果では、補正係数βを考慮して初めて、実験結果との整合性を見出すことができたが、
補正係数がなくても保持器応力の水準を推定することが可能で強度設計において役立つ情
報となる。また保持器の形状が不変であれば、保持器応力に及ぼす運転条件の影響などを
検討する場合には、補正係数αやβは不要となる。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】転がり軸受の動力学解析モデルおよび座標系を表す図である。
【図２】本発明の実施形態に係る応力解析方法を段階的に表すフローチャートである。
【図３】本発明の実施形態に係る応力解析システムの電気的構成を表すブロック図である
。
【図４】円すいころ軸受の保持器の各柱に自由度を設定する一例を表す斜視図である。
【図５】運転中の軸受の保持器への干渉力、および保持器応力の計算結果例を表す図であ
る。
【図６】保持器寿命の測定値と、保持器の最大Mises応力の計算値との関係を表す図であ
る。
【図７】本発明の第２の実施形態に係る応力解析システムにおいて、２次元自由度に限定
する拘束条件ならびに自由度の設定方法を説明するための図であり、図７（ａ）は保持器
の斜視図、図７（ｂ）は保持器要部の斜視図である。
【図８】第２の実施形態に係り、軸受中心のラジアル平面で切断した動力学解析上の軸受
モデルの斜視図である。
【図９】第２の実施形態に係り、運転中の軸受の保持器への干渉力、および保持器応力の
計算結果例を表す図である。
【図１０】ポケット隅部の有限要素長とその応力との関係を表す図である。
【図１１】有限要素解析により求めた保持器応力と、モード合成法による動力学解析によ
り求めた保持器応力との関係を表す図である。
【図１２】保持器寿命の測定値と、補正係数を見込んだ保持器の最大Mises応力の計算値
との関係を表す図である。
【図１３】保持器の柱中央部における応力発生箇所を表す斜視図である。
【符号の説明】
【００９３】
　１　　応力解析システム
　２　　入力手段
　３　　演算手段
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　４　　出力手段
　５　　ＣＰＵ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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